◆10　有松玲「東日本大震災と障害者政策—不公平の公平性—」
■報告要旨（2,000字以内）［註、文献、図表等も含む］

　
東日本大震災が起こって、特に大きな被害を受けた地域の障害者は健常者以上に大きな被害を受けた。津波による死者のパーセンテージは健常者の2倍だった。そして生き残った障害者も一般の避難所がバリアフリーになっていず入れなかったり、入れたとしても他者との共同生活が障害故にできないために車中や自宅にとどまっているケースが多くある。また、障害者に必要な物資の備蓄が行政側にはできていず、食料の配給があっても一部の障害者は口にできないようなものだった。そして介助者も被災したため自立障害者を介助する人間がただでさえ十分ではない中さらに減り、自立生活が困難を極めるという窮状に陥った。

　この東日本大震災における障害者の窮状は1995年1月に起きた阪神淡路大震災の後の障害者の窮状と重なる。しかし阪神淡路大震災以降、行政側が何もしなかったかというとそうではない。福祉避難所の設置や運営等に関する通達やガイドラインは多く存在している。にもかかわらず、16年の時を経て起こった震災時の障害者の窮状は類似している。
そのような中、阪神淡路大震災において被災した障害者達が中心となってゆめ風基金を設立し、地震や台風等、自然災害で被災した障害者に特化した支援を行っている。今回の東日本大震災においても3月16日に福島県の自立生活センターに100万円の救援金を贈ったのを皮切りに被災地の自立生活センターや障害者救援本部に物資や支援金を送っている。他方で日本赤十字社等で集め、地方自治体を経て配られる義捐金は6月15日時点で16％しか被災者にいきわたっていない。それは、スピードよりも公平性に重きを置いているからである、と自治体の職員も語っている。ゆめ風基金は民間だからこそ、障害者に特化した「不公平な」支援を行って被災した障害者を迅速に支援している。
　一方、2011年7月20日現在、障害者基本法は衆議院委員会を通過し、国会で審議されている。その内容は第3条「地域生活における共生等」や14条「医療、介護等」、16条「教育等」、17条「療育」という障害者の生活に直結する様な条項にばかり「可能な限り」という制限をかける言葉が加えられている。可能な限り、ということは、可能でなければしなくてよい、ということになり、これらのことは経済状況が悪化しているような現状においては現状維持か、最悪水準が下がってしまう可能性もある。このような状況はもともと差別的な状況におかれている障害者をさらに貶める結果になる。この言葉は障害者に向ける財源の分配順序を下位にしても良いという法文上のお墨付きを与えたことになるだろう。そして阪神大震災後の福祉避難所等に関するガイドライン等も強制力がなく、財源が付されないことが実行性のない最大の原因ではないだろうか。

このような時こそ障害者の地域生活や統合教育に必要な財源を優先的に確保するという「不公平」な分配をするべきである。障害者はもともと、差別的な状況に貶められているのだからこのような経済状況の中で優先的に財源を配分することは不公平であるどころか、障害者にとっての公平性を担保することになるということをゆめ風基金の活動は示している。
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